（別紙２）

予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名　新ゆずりあいパーキング導入推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　健康福祉部地域福祉国保課地域福祉係　電話番号：058-272-8261
　　　　　　　E-mail： c11219@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　   　5,751千円（前年度予算額：0千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	5,751
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,751

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
現在、車いす使用者用駐車施設の設置は一般的なものとなっているが、車いす使用者（幅広の駐車スペースを必要とする者）以外の障がい者・高齢者等が使用しているため、車いす使用者が利用できないことがあるという意見が寄せられる。こうした状況の背景には、車いす使用者用駐車施設についての理解が十分でないことと、要配慮者（幅広の駐車スペースまでは必要としないが、歩行困難、難病、けが及びその他の事情により近くに駐車したい者）のための駐車スペースがないことが考えられる。

そのため、県では要配慮者を対象とした新たな駐車スペースを設けることで、車いす使用者用駐車施設とのすみわけにより、適正な駐車場利用を図るとともに、県民に対し、歩行困難者や杖利用者のみならず、難病者や内部障がい者に対する配慮及び理解を促す。また、配慮を必要とする当事者間でも譲りあい、より必要とする人が利用しやすい環境を作ることを目的とする。
（２）事業内容

＜「ゆずりあい駐車場」の普及＞
各公共的施設の駐車場に、既存の車いす使用者用駐車施設に加えて、車いす使用者以外の障がい者、高齢者、難病者、けが人等の利用を想定した駐車スペースを普及させる。この駐車スペースは、通常の広さとすることで車いす使用者用駐車施設との差別化を図り、それをもって利用対象者のすみわけ（ゆずりあい）を促す。
○モデル駐車スペースの整備
各駐車場設置者に推奨する駐車スペースの仕様（フルスペック）をイメージしてもらうため、主な県有施設にモデル駐車スペースを整備する。
　　※県庁舎及び各総合庁舎での整備を行うとともに、県内市町村への周知も行い、制度の趣旨に賛同を得られた市町村に対しては、駐車スペースの仕様を提供し、共通の仕様に基づく駐車スペースの展開と県内市町村への拡大を図る。
　　※本事業の展開にあたり、関係団体や有識者も交えた普及検討会議を実施し、ゆずりあい駐車場の仕様や県下への普及方法につき決定する。
　　※商業施設については、本制度の周知と試行が先決と考えられるため、平成３０年度以降に周知と展開を行うこととする。（県施設等での試行実施を先行する方が、事業内容の周知がしやすいと考えられるため）
　　※県内市町村や商業施設等におけるゆずりあい駐車場の整備を促進するため、福祉のまちづくり条例等の改正も実施し、県下全体に推進していくことを予定している。

【パーキング・パーミット制度との関係について】

公共的駐車場における適正な利用に向け、他府県のパーキング・パーミット制度のような公的な利用証を発行するのではなく、車いす使用者・その他障がい者・難病者等配慮すべき利用者の事情を県民が理解し、自主的に駐車スペースをゆずりあう「こころのパーキング・パーミット」を目指し、官民で取組むものとする。
（３）県負担・補助率の考え方

　高齢化の進行も踏まえ、今後、要配慮者の増加が見込まれることから、駐車場の適正利用を進めるのみならず、県全体でのゆずりあい精神の啓発のための事業でもあり、広域的に進めるべき事業と考えられるので、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　「妊婦・乳幼児連れ駐車場」（子育て支援課）
　※類似事業とのすみわけのため、本事業においては、妊産婦及び乳幼児連れの家族については、原則対象としないこととする。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	147
	検討会議の実施に伴う委員への報償費

	旅費
	31
	委員への費用弁償、業務旅費

	需用費
	24
	会議資料作成費、会議費

	工事請負費
	5,460
	県庁舎、各総合庁舎における試行導入に係る費用

	役務費
	9
	資材・資料郵送費等

	使用料
	80
	検討会に係る会場使用料

	合計
	5,751
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置付け
　　　岐阜県福祉のまちづくり条例
　　　岐阜県福祉のまちづくり条例施行規則
（２）国・他県の状況

平成２８年７月現在、３６府県において、身体機能上の制限を受ける障が
い者、高齢者等のための駐車スペース確保対策（車いす使用者用駐車施設の
整備以外）が何らかの形で実施されている。
（３）後年度の財政負担
　　　ゆずりあい駐車場の普及と認知の確立のため、チラシ等による周知・啓発
や、積極的な協力依頼による資材配布活動は平成31年度までをめどに実施
する。

以後資材の劣化による交換在庫を確保しつつ、新規協力施設に対する提供
については随時実施していく。また、県からのデータ提供により、市町村、
事業者等の自主的な資材作成を奨励していくこととする。
（４）事業主体及びその妥当性
　　　　県有施設へのゆずりあい駐車場の整備であるため県が行わなくてはな
らない。
　　　
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　公共的駐車場における新たな配慮スペース「ゆずりあい駐車場」を普及させることで、車いす使用者用駐車施設との利用者のすみわけを促すとともに、障がい者等の要配慮者が、公共的駐車場において利便性の高い駐車スペースを利用できる機会を確保する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ゆずりあい駐車場設置施設数
	1
（H28）
	（H  ）
	（H  ）
	１
（H28）
	15
（H31）
	6.6％



○指標を設定することができない場合の理由
	　　　　－


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　　　　－


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　
　　　　－



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	高齢化の進行等により、障がいや歩行困難等の要配慮者が利便性の高い駐車スペースを利用する機会を確保するとともに、車いす利用者駐車施設とのすみわけをはかり、適正な駐車場利用を進めるために必要な取組である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
ゆずりあい駐車場を普及させるとともに、趣旨について県民に正しく理解してもらえるよう、効果的な普及啓発方法を検討することが必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

ゆずりあい駐車場の普及と県民間の認知の確立のため、啓発を継続していく必要がある。この事業の目的の達成は、どれだけ多くの施設に協力を得ることができるかと、県民に認知してもらえるかにかかっていることから、有効な普及啓発策が取れるよう、事業開始後においてもその進め方について継続的に検証を行っていく必要がある。


